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第２版第１刷刊行（2021 年 12月）後に 2件の法令違憲判決が出されたことに伴い、104ページ上段の表「法令違

憲とした最高裁判決および決定」に、新たな説明を追加する必要が生じました（網掛け部分）。読者の皆様におかれ

ましては、当補遺を踏まえた上で本書をご利用いただけましたら幸いです。 

 

↓法令違憲とした最高裁判決および決定 

事件名 裁判年月日 概要 判決後の展開 

尊属殺重罰規定違憲判決 

（☞4-Ⅱ１） 

S48.4.4 尊属殺人に対し一般の殺人罪よりも法定刑を加重して

死刑または無期懲役とする刑法 200 条が憲法 14条1 項

に違反するとした 

法務省が尊属殺人に一般の殺人罪を適用

するように通達した。1995（平成7）年5

月12日の刑法全面改正で削除された 

薬事法事件判決 

（☞11-Ⅱ２） 

S50.4.30 薬局開設許可における薬事法 6 条２項・4 項の適正配置

規制が憲法22条1項に違反するとした 

同年6月13日の薬事法改正により規定が

削除された 

議員定数不均衡訴訟判決 

（☞16-Ⅱ２） 

S51.4.14 1972（昭和 47）年 12 月 10 日の第 33 回衆議院議員総

選挙における最大較差4.99を違憲としたが、事情判決に

より選挙は有効であるとした 

判決前の 1975（昭和 50）年7月 15日の

公職選挙法改正で定数是正（20 増）が行

われ最大較差が2.92になった 

議員定数不均衡訴訟判決 

（☞16-Ⅱ２） 

S60.7.17 1983（昭和 58）年 12 月 18 日の第 37 回衆議院議員総

選挙における最大較差4.40を違憲としたが、事情判決に

より選挙は有効であるとした 

判決前の 1986（昭和 61）年5月 23日の

公職選挙法改正で定数是正（8増7減）が

行われ最大較差が2.99になった 

森林法違憲判決 

（☞12-Ⅰ２） 

S62.4.22 民法256条1項の適用を排除し、1/2以下の持分で森林

を共有する者の分割請求権を認めない森林法186条が憲

法29条2項に違反するとした 

同年5月27日の森林法改正で規定が削除

された 

郵便法違憲判決 

 

H14.9.11 国の損害賠償責任を免除・制限した郵便法68 条・73 条の

規定の一部分が憲法17条に違反するとした（本文参照） 

同年12月4日に郵便法が改正された 

在外日本人選挙権訴訟判決 

（☞16-Ⅰ３） 

H17.9.14 在外日本人に選挙区選挙の選挙権を認めていない公職

選挙法が憲法15条1項・3項、43条１項、44条ただし

書に違反するとした 

2006（平成 18）年 6 月 14 日の公職選挙

法改正で削除された 

国籍法違憲判決 

（☞4-Ⅱ３） 

H20.6.4 日本国民である父と日本国民でない母との間に出生した

後に父から認知された子の国籍取得に父母の婚姻を要件

とする国籍法3条１項が憲法14条に違反するとした 

同年12月5日の改正国籍法が成立した 

婚外子相続分差別違憲決定 

（☞4-Ⅱ２） 

H25.9.4 婚外子（非嫡出子）の法定相続分が婚内子の1/2とする

民法900条4号ただし書の合理性は少なくとも当事件の

相続開始時の 2001（平成 13）年には失われており、同

規定が憲法14条１項に違反するとした 

同年12月4日に民法が改正され、規定が

削除された 

再婚禁止期間違憲判決 

（☞4-Ⅱ４） 

H27.12.16 女性のみに６か月の再婚禁止期間を設けた民法733条に

ついて、同 722 条の父性の推定規定との重複を超える

100日超過部分が合理性を欠き、憲法14条1項，24条

2項に違反するとした 

法務省は判決後直ちに前婚の解消または

取消しの日から 100 日を経過した婚姻届

を受理するよう全国の自治体に通達。

2016（平成28）年6月7日に改正 

在外日本人国民審査権訴訟

判決 

R4.5.25 最高裁判所裁判官国民審査法が在外日本人に最高裁判

所裁判官の国民審査権の行使を全く認めていないこと

は、憲法15条１項、79条２項、３項に違反するとした 

同年11月11日に国民審査法が改正され、

在外日本人の国民審査制度が創設された 

性同一性障害特例法違憲決

定 

R5.10.25 性同一性障害特例法において、性別変更審判の申立て要

件の一つに「生殖腺がないこと又は生殖腺の機能を永続

的に欠く状態にあること」を求める３条１項４号の規定

が憲法13条に違反するとした 

 

 

以上 


